
令 和 ４ 年 度 当 初 予 算 の 概 要

ハッピーこまちゃん Ⓡ

埼 玉 県 八 潮 市



Ⅰ 予算編成の基本方針

　令和４年１月１５日に市制施行５０周年を迎えた本市では、令和４年度でスタート

から７年目となる、「第５次八潮市総合計画」において掲げている、「共生・協働」、

「安全・安心」の基本理念のもと、本市の将来都市像である「住みやすさナンバー１

のまち　八潮」を実現するとともに「先端『健康』都市・八潮」を目指し、市民と市

が協働してまちづくりを進めています。

 さらには、「第５次八潮市総合計画」に定めた「平成３７年度（令和７年度）の将

来目標人口１０万人」を達成するため、本市の魅力の向上に繋がる各事業を積極的に

進めていかなくてはなりません。

　本市の令和４年度の財政見通しにおいて、歳入のうち市税では、法人市民税で減少

が見込まれるものの、個人市民税及び固定資産税等で増額が見込まれるため、市税全

体では増額となる見込みです。

　また、普通交付税は平成２９年度から不交付でしたが、令和３年度に交付に転じ、

令和４年度においても交付を見込んでいます。

　一方、歳出については、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症対策と

して、公共施設等の感染防止対策を実施していかなければなりません。さらに、障が

い者、子育て世帯への福祉環境の向上を図るため、障がい者福祉や保育施設等に係る

給付費を増額するほか、公共下水道事業や区画整理事業等への繰出し等により、多額

の財政負担が見込まれています。また、新庁舎建設や新設小学校建設等の大規模事業

も進めています。

　このような状況であっても、市民生活に密着した道路・公園等の整備や、近年多発

している大規模災害等から市民の生命や財産を守るために、排水施設の整備や広域消

防体制への支援等を着実に進めていかなければなりません。

　さらに、各事業において、持続可能な開発目標であるＳＤＧｓの達成に向けた取り

組みを実施していく必要があります。

　そこで、令和４年度の予算編成にあたっては、様々な行政課題に取り組みつつも、

健全で、持続可能な財政運営を推し進めるため、限られた財源を有効かつ積極的に活

用し、事業の必要性・優先度や事業効果、さらに経費の内容などを徹底的に検証し、

予算編成を行いました。
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Ⅱ　令和４年度会計別予算総括表

（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度

予　算　額 予　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ Ｃ (Ａ－Ｂ) Ｃ／Ｂ×100

37,780,000 32,090,000 5,690,000 17.7

国 民 健 康 保 険 8,614,685 8,571,357 43,328 0.5

稲 荷 伊 草 第二 土地 区画 整理 54,008 261,983 △ 207,975 △ 79.4

鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理 253,935 162,135 91,800 56.6

大 瀬 古 新 田 土 地 区 画 整 理 735,755 640,255 95,500 14.9

西 袋 上 馬 場 土 地 区 画 整 理 817,936 940,991 △ 123,055 △ 13.1

南部東一体型特定土地区画整理 1,400,945 1,289,945 111,000 8.6

介 護 保 険 5,692,783 5,428,430 264,353 4.9

後 期 高 齢 者 医 療 1,206,615 1,049,615 157,000 15.0

計　　（イ） 18,776,662 18,344,711 431,951 2.4

3,130,823 3,186,635 △ 55,812 △ 1.8

8,260,963 5,923,127 2,337,836 39.5

計　　（ウ） 11,391,786 9,109,762 2,282,024 25.1

67,948,448 59,544,473 8,403,975 14.1合　　計（ ア＋イ＋ウ ）

　　　　　　　　　年　　  度 対前年度比

　　会 計 区 分

一　　般　　会　　計　　（ア）

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
業
会
計

上 水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計
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Ⅲ　令和４年度一般会計当初予算
１　歳　入

（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 市 税 16,987,241 45.0 16,722,863 52.1 264,378 1.6

2 地 方 譲 与 税 156,700 0.4 153,956 0.5 2,744 1.8

3 利 子 割 交 付 金 7,000 0.0 7,000 0.0 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 52,000 0.1 52,000 0.2 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 32,000 0.1 32,000 0.1 0 0.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 150,000 0.4 90,000 0.3 60,000 66.7

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,935,000 5.1 1,835,000 5.7 100,000 5.4

8 環 境 性 能 割 交 付 金 25,000 0.1 17,000 0.0 8,000 47.1

9 地 方 特 例 交 付 金 120,000 0.3 120,000 0.4 0 0.0

10 地 方 交 付 税 128,000 0.3 28,000 0.1 100,000 357.1

11 交通安全対策特別交付金 12,500 0.0 13,000 0.0 △ 500 △ 3.8

12 分 担 金 及 び 負 担 金 216,596 0.6 223,986 0.7 △ 7,390 △ 3.3

13 使 用 料 及 び 手 数 料 185,316 0.5 180,468 0.6 4,848 2.7

14 国 庫 支 出 金 6,090,873 16.1 5,837,358 18.2 253,515 4.3

15 県 支 出 金 2,115,432 5.6 2,044,687 6.4 70,745 3.5

16 財 産 収 入 23,397 0.1 22,881 0.1 516 2.3

17 寄 附 金 12,003 0.0 7,003 0.0 5,000 71.4

18 繰 入 金 2,097,703 5.6 1,031,227 3.2 1,066,476 103.4

19 繰 越 金 500,000 1.3 500,000 1.5 0 0.0

20 諸 収 入 1,464,039 3.9 1,356,071 4.2 107,968 8.0

21 市 債 5,469,200 14.5 1,815,500 5.7 3,653,700 201.3

37,780,000 100.0 32,090,000 100.0 5,690,000 17.7歳　　入　　合　　計

　　　　　　　　　年　度 令和４年度 令和３年度 対前年度比

　　款

市税 45.0%

169億8,724万1千円

国庫支出金 16.1%

60億9,087万3千円

市債 14.5%

54億6,920万円

地方消費税交付金 5.1%

19億3,500万円

県支出金 5.6%

21億1,543万2千円

諸収入 3.9%

14億6,403万9千円

繰入金 5.6%

20億9,770万3千円

分担金及び負担金

0.6%  

2億1,659万6千円

繰越金 1.3%

5億円
その他 2.3%

9億391万6千円

使用料及び手数料 1億8,531万6千円

地方譲与税 1億5,670万円

法人事業税交付金 1億5,000万円

地方交付税 1億2,800万円

地方特例交付金 1億2,000万円

配当割交付金 5,200万円

株式等譲渡所得割交付金 3,200万円

環境性能割交付金 2,500万円

財産収入 2,339万7千円

交通安全対策特別交付金 1,250万円

寄附金 1,200万3千円

利子割交付金 700万円

歳 入
377億8千万円
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２　歳　出　（目的別）
（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 256,654 0.7 256,229 0.8 425 0.2

2 総 務 費 6,206,152 16.4 2,983,382 9.3 3,222,770 108.0

3 民 生 費 14,780,640 39.1 14,268,951 44.5 511,689 3.6

4 衛 生 費 2,057,628 5.5 1,927,367 6.0 130,261 6.8

5 労 働 費 53,956 0.2 53,527 0.2 429 0.8

6 農 林 水 産 業 費 81,842 0.2 74,430 0.2 7,412 10.0

7 商 工 費 492,421 1.3 476,740 1.5 15,681 3.3

8 土 木 費 5,361,881 14.2 5,049,874 15.7 312,007 6.2

9 消 防 費 1,017,558 2.7 1,034,877 3.2 △ 17,319 △ 1.7

10 教 育 費 4,754,291 12.6 3,271,551 10.2 1,482,740 45.3

11 公 債 費 2,663,078 7.0 2,639,173 8.2 23,905 0.9

12 諸 支 出 金 3,899 0.0 3,899 0.0 0 0.0

13 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.2 0 0.0

37,780,000 100.0 32,090,000 100.0 5,690,000 17.7歳　　出　　合　　計

　　　　　　年　度 令和４年度 令和３年度 対前年度比

　　款

民生費 39.1%

147億8,064万円

総務費 16.4%

62億615万2千円

土木費 14.2%

53億6,188万1千円

衛生費 5.5%

20億5,762万8千円

教育費 12.6%

47億5,429万1千円

公債費 7.0%

26億6,307万8千円

商工費 1.3%

4億9,242万1千円

議会費 0.7%

2億5,665万4千円

その他 0.5%

1億8,969万7千円
農林水産業費 8,184万2千円

労働費 5,395万6千円

予備費 5,000万円

諸支出金 389万9千円

歳 出
377億8千万円

消防費 2.7%

10億1,755万8千円

 4



３　歳　出　（性質別）
（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 人 件 費 5,238,473 13.9 5,128,873 16.0 109,600 2.1

2 物 件 費 6,498,132 17.2 6,134,760 19.1 363,372 5.9

3 維 持 補 修 費 95,909 0.3 80,824 0.3 15,085 18.7

4 扶 助 費 6,976,975 18.5 6,864,324 21.4 112,651 1.6

5 補 助 費 等 5,903,488 15.6 5,767,981 18.0 135,507 2.3

6 普 通 建 設 事 業 費 7,365,259 19.4 2,504,266 7.8 4,860,993 194.1

① 補 助 事 業 費 1,336,571 3.5 865,880 2.7 470,691 54.4

② 単 独 事 業 費 5,851,214 15.5 1,244,100 3.9 4,607,114 370.3

③ 県 営 事 業 負 担 金 等 177,474 0.4 394,286 1.2 △ 216,812 △ 55.0

7 公 債 費 2,663,078 7.0 2,639,173 8.2 23,905 0.9

8 積 立 金 22,052 0.1 7,652 0.0 14,400 188.2

9 貸 付 金 331,209 0.9 331,209 1.0 0 0.0

10 繰 出 金 2,635,425 7.0 2,580,938 8.0 54,487 2.1

11 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.2 0 0.0

37,780,000 100.0 32,090,000 100.0 5,690,000 17.7歳　　出　　合　　計

　　　　　　    年　度 令和４年度 令和３年度 対前年度比

　性　質

普通建設事業費 19.4%

73億6,525万9千円

繰出金 7.0%

26億3,542万5千円

扶助費 18.5%

69億7,697万5千円

補助費等 15.6%

59億348万8千円
物件費 17.2%

64億9,813万2千円

公債費 7.0%

26億6,307万8千円

人件費 13.9%

52億3,847万3千円

貸付金 0.9%

3億3,120万9千円 その他 0.5%

1億6,796万1千円

維持補修費 9,590万9千円

予備費 5,000万円

積立金 2,205万2千円

歳 出
377億8千万円
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４　自主財源と依存財源

（単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率 構成比

市 税 16,987,241 45.0 16,722,863 52.1 264,378 1.6 △ 7.1

分 担 金 及 び 負 担 金 216,596 0.6 223,986 0.7 △ 7,390 △ 3.3 △ 0.1

使 用 料 及 び 手 数 料 185,316 0.5 180,468 0.6 4,848 2.7 △ 0.1

財 産 収 入 23,397 0.1 22,881 0.1 516 2.3 0.0

寄 附 金 12,003 0.0 7,003 0.0 5,000 71.4 0.0

繰 入 金 2,097,703 5.6 1,031,227 3.2 1,066,476 103.4 2.4

繰 越 金 500,000 1.3 500,000 1.5 0 0.0 △ 0.2

諸 収 入 1,464,039 3.9 1,356,071 4.2 107,968 8.0 △ 0.3

小 計 21,486,295 57.0 20,044,499 62.4 1,441,796 7.2 △ 5.4

地 方 譲 与 税 156,700 0.4 153,956 0.5 2,744 1.8 △ 0.1

利 子 割 交 付 金 7,000 0.0 7,000 0.0 0 0.0 0.0

配 当 割 交 付 金 52,000 0.1 52,000 0.2 0 0.0 △ 0.1

株式等譲渡所得割交付金 32,000 0.1 32,000 0.1 0 0.0 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 150,000 0.4 90,000 0.3 60,000 66.7 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 1,935,000 5.1 1,835,000 5.7 100,000 5.4 △ 0.6

環 境 性 能 割 交 付 金 25,000 0.1 17,000 0.0 8,000 47.1 0.1

地 方 特 例 交 付 金 120,000 0.3 120,000 0.4 0 0.0 △ 0.1

地 方 交 付 税 128,000 0.3 28,000 0.1 100,000 357.1 0.2

交通安全対策特別交付金 12,500 0.0 13,000 0.0 △ 500 △ 3.8 0.0

国 庫 支 出 金 6,090,873 16.1 5,837,358 18.2 253,515 4.3 △ 2.1

県 支 出 金 2,115,432 5.6 2,044,687 6.4 70,745 3.5 △ 0.8

市 債 5,469,200 14.5 1,815,500 5.7 3,653,700 201.3 8.8

小 計 16,293,705 43.0 12,045,501 37.6 4,248,204 35.3 5.4

37,780,000 100.0 32,090,000 100.0 5,690,000 17.7 -

令和３年度 対前年度比

自
　
主
　
財
　
源

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源

歳　入　合　計

区
分

款
令和４年度
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第５次八潮市総合計画基本構想における分野別将来目標ごとに整理したものです。

　　　　　……新規事業（一部を含む）、金額は予算額（千円単位）

　　　　　……拡充事業、金額は予算額（千円単位）

ＳＤＧｓアイコン……ＳＤＧｓに掲げられている17の目標（ゴール）のうち、各事業に該当

　　　　　　　　　　する目標を記載

　八潮市学校適正配置指針・計画に基づき、新設小学校を整備します。

・新設小学校建設基本設計・実施設計業務委託料

・新設小学校用地取得費

　○財源

　　一般財源　　　　　　　41,075千円

　　学校建設基金繰入金　 139,398千円

　　市債　　 　　　　　1,326,200千円

1,506,673千円 新設小学校の整備01

113,375 (0)

(0)1,393,298 

Ⅳ　令和４年度当初予算における主な事業

１ 教育文化・コミュニティ　～学びとつながりを大切にするまち～

本年度 （前年度）

……別途事業説明資料あり

1
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　授業や避難所として使用する小中学校の体育館に空調設備を設置し、良好な環境を整備

します（令和４年度は潮止小学校、八潮中学校及び大原中学校）。

・小学校体育館空調設備設置工事実施設計業務委託料

・小学校体育館空調設備設置工事費

・中学校体育館空調設備設置工事実施設計業務委託料

・中学校体育館空調設備設置工事費

　○財源

　　一般財源　　 15,084千円

　　市債　　  　132,900千円

　児童の安全・安心のため、学校敷地内に防犯カメラを設置します（令和４年度は中川小

学校及び大原小学校）。

　また、八潮市学校施設長寿命化計画に基づき、令和３年度に引き続き、八條小学校の校

舎の大規模改修（令和４年度は工事）を行います。

・校舎等改修工事費（防犯カメラ分）

・八條小学校大規模改修工事施工監理業務委託料

・八條小学校大規模改修工事費

　○財源

　　一般財源　　 71,201千円

　　国庫支出金　 40,420千円

　　市債　　  　170,400千円

　学校ＩＣＴ教育推進事業の一環として、学習用コンテンツを活用し、児童・生徒の基礎

学力の向上を図ります。

・学習用コンテンツ使用料

　○財源

　　一般財源　 7,871千円

学校給食ビジョンの策定

　安全・安心で持続可能な学校給食を提供するため、学校給食事業推進専門員の助言等の

もと、令和３年度から令和５年度にかけて、本市の学校給食の将来構想である学校給食ビ

ジョンを策定します。

・学校給食事業推進専門員報酬（１人分）

・学校給食ビジョン策定支援業務委託料

　○財源

　　一般財源　 7,840千円

(0)

(0)

98,929 (0)

4,034 (4,616)

小中学校体育館への空調設備の導入 147,984千円 02

269,016 

240 

学習用コンテンツの活用

(0)

(0)

(0)

(0)

05

03 学校施設の改修 282,021千円 

7,871千円 

7,840千円 

04

3,432 

8,971 

6,325 

(0)

(0)

7,871 

39,298 

7,600 

2

3
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特別支援教育の充実

　特別な支援が必要な児童・生徒へのきめ細かい支援や指導を行うため、介助員を１人増

員（１６人→１７人）します。

　また、特別支援学級の学習環境の向上を図るため、備品等を購入します。

・会計年度任用職員報酬（介助員分）

・消耗品費

・校用器具費

　○財源

　　一般財源　 20,116千円

文化財の保存・継承

　文化財保存団体等の活動の活性化や文化財の保存、継承を図るため、団体が行う振興事

業に対して助成します。

・文化財振興事業助成金

　○財源

　　一般財源　 191千円

文化財解説リーフレットの作成

　国登録となる文化財のうち、常時公開されている八條八幡神社本殿のリーフレットを作

成します。

・印刷製本費

　○財源

　　一般財源　 51千円

　町会・自治会が行う地域のコミュニティ活動に使用する備品等に対して助成すること

で、ふれあいと連帯感にみちたコミュニティ活動を推進します。

・コミュニティ助成金

　○財源

　　（一財）自治総合センターコミュニティ助成金　3,800千円

外国人のためのくらしのガイドブックの作成

　「八潮市多文化共生推進プラン」に基づき、外国人市民の住みやすさの向上を図るた

め、外国人のためのくらしのガイドブックを作成します。

・外国人のためのくらしのガイドブック作成業務委託料

　○財源

　　一般財源　 3,750千円

191千円 

コミュニティ活動の推進09

10

07

(0)

3,800千円 

51千円 08

(70)

3,134 (318)

06

(0)

20,116千円 

3,750 

3,750千円 

16,749 

3,800 

191 

233 

(0)

(1,700)

(15,510)

51 

4
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ダイバーシティ社会の推進

　ダイバーシティ社会を推進するため、啓発用冊子を作成します。

・印刷製本費

　○財源

　　一般財源　 344千円

344千円 11

344 (0)

5

10



　産後の母親の身体的回復と心理的安定を促進し、母子とその家族が健やかな育児ができ

るよう、助産師等の専門職による支援を行う産後ケア事業を実施します。

　また、産後間もない時期に行う産婦の健診費用を助成し、産後うつ等の早期発見を行う

とともに、子育て世代の経済的な負担軽減を図ります。

・消耗品費（産後ケア事業分）

・印刷製本費（産婦健診助成分）

・通信運搬費（産後ケア事業分・産婦健診助成分）

・妊婦健康診査等委託料（産婦健診助成分）

・産後ケア業務委託料

・妊婦健康診査等助成金（産婦健診助成分）

　○財源

　　一般財源　　 4,254千円

　　国庫支出金　 4,122千円

　子どもの弱視を早期に発見し、適切な治療につなげるため、視覚検査（屈折検査）を導

入します。

・会計年度任用職員報酬（屈折検査に係る看護師分）

・消耗品費（屈折検査分）

・庁用器具費（屈折検査分）

　○財源

　　一般財源　 1,383千円

スポーツ教室の充実

　新たにＪＦＡ（（公財）日本サッカー協会）による小学生向け講演会を開催するほか、

子ども向け教室「運動会必勝塾」等を開催します。

・講師謝礼金

・保険料（スポーツ教室分）

　○財源

　　一般財源　            　 2,083千円

　　スポーツ教室参加費　 2,735千円

18 

4,402 (3,670)

(346)

(0)

(0)

750 

(0)

健康福祉・子育て　～誰もがいきいきと暮らせるまち～

(0)

２

1,238 
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81 (0)

(0)

127 (0)

本年度 （前年度）

01 8,376千円 産後ケア事業等の実施

03 4,818千円 

3,250 

1,383千円 02 ３歳児健診における視覚検査（屈折検査）の実施

(0)

416 

4,235 (0)
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　生活困窮者が利用できる制度を周知し、支援につなげるため、ポスターやチラシを作成

します。

・印刷製本費

　○財源

　　一般財源　 121千円

　市役所障がい福祉課窓口に遠隔手話通訳サービスを導入し、聴覚障がい者に対する福祉

環境の向上を図ります。

・遠隔手話通訳サービス委託料

　○財源

　　一般財源　 437千円

　結婚を希望する方が主体的に活動しやすい環境づくりを推進するため、県が主催する

「ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター運営協議会」に参加します。

・ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター運営協議会負担金

　○財源

　　一般財源　 80千円

認可保育所の充実

　令和４年４月から開所する民間の認可保育所１施設を含む合計１６施設に対し、委託料

及び補助金を交付します。

・私立保育所保育事業委託料

・私立保育所運営費補助金

　○財源

　　一般財源　　          　541,748千円

　　保護者負担金　          176,312千円

　　国庫支出金　         　 709,401千円

　　県支出金　         　　 328,029千円

　　駅前保育施設家賃収入     9,385千円

437 

遠隔手話通訳サービスの導入

06

07

121 

80 

05

(1,401,486)

272,807 (242,870)

ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター運営協議会への参加

(0)

(0)

04 生活困窮者の自立支援制度の周知 121千円 

1,764,875千円 

1,492,068 

437千円 

(0)

80千円 
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小規模保育施設の充実

　令和４年４月から開所する小規模保育施設１施設を含む合計１３施設に対し、給付費及

び補助金を交付します。

・小規模保育事業給付費

・小規模保育事業運営費補助金

　○財源

　　一般財源　　 　211,209千円

　　国庫支出金　　 301,247千円

　　県支出金　　　 110,734千円

南川崎保育所への看護師の配置

　保育にあたり配慮を必要とする児童（医療的ケア等）が利用できるよう、南川崎保育所

に看護師を配置します。

・保育所看護等業務委託料

　○財源

　　一般財源　 7,872千円

保育環境の向上

　安全・安心な保育所利用のため、全ての公立保育所に防犯カメラを設置します。

　また、南川崎保育所では、空調設備の更新を行います。

・八潮市立保育所防犯カメラ設置工事費

・南川崎保育所空調設備改修工事費

　○財源

　　一般財源　 16,325千円

09

16,325千円 

(0)

3,991 

623,190千円 08

(0)

12,334 (0)

(516,898)

10

7,872 

556,788 

(52,928)66,402 

7,872千円 
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自主防災組織の育成

　自主防災組織の育成を図るため、資機材整備や防災士育成等の自主防災活動に要する費

用に対し、補助金を交付します。

・自主防災組織育成補助金

　○財源

　　一般財源　 5,824千円

地区防災計画の作成支援

　地域住民が地域の防災活動について定める地区防災計画の作成のためのワークショップ

等の開催を支援します。

・地区防災計画作成支援業務委託料

　○財源

　　一般財源　 500千円

応急物資の購入

　地域防災計画における想定被災者数を踏まえ、食料や飲料水、乳児用ミルクや生理用品

等の生活用品を確保し、災害時の避難生活に備えます。

・消耗品費

　○財源

　　一般財源　 8,921千円

防災行政無線の修繕

　防災行政無線の音達調査の結果を踏まえ、拡声機器（スピーカー）の増設・調整等の修

繕を行います。

・修繕料

　○財源

　　一般財源　 7,344千円

防犯対策の推進

　まちを明るくすることにより犯罪の未然防止を図る一戸一灯運動のモデルケースとして、

葛西用水沿いにフェンスライトを設置します。

・消耗品費（フェンスライト分）

　○財源

　　一般財源　 205千円

7,344千円 

205千円 

（前年度）本年度

8,921千円 

5,824千円 

03

３

04

01

02

防災・防犯・消防・救急　～誰もが安全で安心して暮らせるまち～

05

7,344 

205 (0)

(8,783)

(0)

500千円 

500 (0)

(6,180)5,824 

8,921 
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広域消防体制への支援

　草加八潮消防組合における消防体制の強化及び消防団を中核とした地域消防力の向上を

図るため、教育訓練や装備等の充実を支援します。

・草加八潮消防組合運営事業負担金（共通経費）

・草加八潮消防組合運営事業負担金（単独経費）

・消防団事業負担金（単独経費）

・消防庁舎整備事業負担金（単独経費）

・消防水利整備事業負担金（単独経費）

　○財源

　　一般財源　 1,017,558千円

若者向け悪質商法被害防止のための啓発

　若者の消費生活に関するトラブルを未然に防止するため、啓発用品（パンフレット、ボ

ールペン等）を購入します。

・消耗品費（啓発用品分）

　○財源

　　一般財源　 334千円

　　県支出金    166千円

500千円 

(45,407)

(500)

20,879 

(7,612)3,633 

(22,551)

54,854 

1,017,558千円 

21,471 

07

06

(23,824)

916,721 

500 

(935,483)
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農業者への補助の充実

　温室、ビニールハウスの新設・張替や農業用機械、農業用冷蔵庫等の導入に係る事業費

の一部を助成します。

・農業近代化施設導入事業費補助金

　○財源

　　一般財源　 4,600千円

農業の担い手の育成・確保

　農業経営基盤強化促進法に基づく利用権の設定を活用し、中川周辺農地における受け手、

出し手となった農業者に対し、補助金を交付します。

・中川農地受け手有機肥料購入事業費補助金

・中川農地出し手集積事業補助金

　○財源

　　一般財源　 659千円

中小企業向け利子補給の充実

　新型コロナウイルス感染症による市内事業者の負担を軽減し、事業支援を図るため、令

和４年分の本市の制度融資にかかる利子補給率について、既定の３０パーセントから

１００パーセントに引き上げます。

・小口融資利子補給金

・商工業近代化資金利子補給金

　○財源

　　一般財源　 19,480千円

　市内中小企業者の継続的な経営を支援するため、後継者問題に関するセミナーを開催し

ます。

・事業承継セミナー委託料

　○財源

　　一般財源　 165千円

03 19,480千円 

659千円 

産業経済・観光　～地域の特性を活かしたにぎわいと活力のあるまち～
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（前年度）

(36)

事業承継セミナーの開催 165千円 

18,444 
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(9,933)

1,036 

579 

本年度
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01 4,600千円 

(367)

(457)

(152)
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　観光資源の開発を促進するため、「花桃まつり」や「夜市」などの観光事業を実施する

（一社）八潮市観光協会に対し、補助金を交付します。

・観光資源開発支援事業費補助金

　○財源

　　一般財源　 3,664千円

中川やしおフラワーパークの環境整備

　包括占用区域内にある「中川やしおフラワーパーク」の環境を整備するため、同パー

クを管理する（一社）八潮市観光協会が行うごみ処理、草刈り、見回り、駐車場整備等の

事業に対し、補助金を交付します。

・包括占用区域内維持管理事業補助金

　○財源

　　一般財源　 8,344千円

05 3,664千円 

06

観光資源開発の促進

3,664 

(5,928)8,344 

8,344千円 

(3,664)

13

17



都市計画マスタープランの見直し

　地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、令和３年度から令和４年度にかけて都

市計画マスタープランの見直しを行います。

・都市計画マスタープラン改定業務委託料

　○財源

　　一般財源　 13,315千円

都市計画状況調査の実施

　令和３年度に実施した都市計画基礎調査の結果を基に、土地利用動向等の分析を行うと

ともに、都市計画の変更等に必要な、人口、建築状況、農地転用状況等の都市計画に関す

る基礎的な情報について調査します。

・都市計画状況調査業務委託料

　○財源

　　一般財源　 2,101千円

北部拠点まちづくり事業の推進

　（仮称）外環八潮スマートＩＣについて、準備会や地区協議会の運営支援及び国等に提

出する協議図書の作成などを行います。

　また、（仮称）外環八潮スマートＩＣの連結許可・新規事業化後にスマートＩＣや関連

道路施設を都市計画へ位置付けるために必要となる関係機関等との協議図書の作成を行い

ます。

　そのほか、北部拠点まちづくり推進地区内における公共施設等のインフラ整備の状況を

整理し、企業立地に向けた課題抽出などの状況調査を行います。

・（仮称）外環八潮スマートＩＣ準備会等支援業務委託料

・（仮称）外環八潮スマートＩＣ等都市計画図書作成等業務委託料

・北部拠点まちづくり推進地区内状況調査業務委託料

　○財源

　　一般財源　 21,580千円

(0)

13,315 (10,027)

本年度

５

16,800 (0)

02 2,101千円 

都市基盤・環境　～快適でやすらぎと潤いのあるまち～

（前年度）

21,580千円 

13,315千円 01

03

2,101 

4,780 

(0)

債務負担行為 (0)
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土地区画整理事業の推進

　土地区画整理事業を推進するため、鶴ヶ曽根・二丁目地区では調整池築造工事（令和４

年度は実施設計）、大瀬古新田地区では用地取得を行うほか、各地区で実施する移転補償

や造成工事等に係る事業費に対し、負担金等を支出します。

・鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理事業調整池築造事業負担金

・鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理事業特別会計繰出金

・用地取得費（大瀬古新田土地区画整理事業）

・大瀬古新田土地区画整理事業負担金

・大瀬古新田土地区画整理事業特別会計繰出金

・西袋上馬場土地区画整理事業負担金

・西袋上馬場土地区画整理事業特別会計繰出金

・南部東一体型特定土地区画整理事業負担金

・南部東一体型特定土地区画整理事業特別会計繰出金

・南部西一体型特定土地区画整理事業負担金

・八潮駅南口周辺整備事業負担金

・八潮南部西地区整備事業負担金

　○財源

　　一般財源　　 1,230,753千円

　　市債　　    　   414,000千円

幹線道路の整備

　地域内の交通を円滑にするため、都市計画道路（木曽根北線・南線）を整備します。

・木曽根北線・南線道路築造工事費

　○財源

　　一般財源　　 4,760千円

　　市債　 　 　20,100千円

南部西地区近隣公園の整備

　八潮南部西一体型特定土地区画整理事業地内の１号近隣公園を、令和３年度から令和４

年度にかけて整備します。

・南部西地区近隣公園整備工事施工監理業務委託料

・南部西地区近隣公園整備工事費

　○財源

　　一般財源　　 48,224千円

　　市債　　 　 144,100千円
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(175,500)

(235,000)

06 192,324千円 

(98,000)

120,000 

(50,000)

69,203 

(370,000)

50,000 

(108,500)

(69,264)
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320,000 
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14,740 

177,584 

41,800 
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115,450 

24,860 
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150,000 
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(50,000)

24,860千円 

87,500 (121,750)

(150,000)
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90,800 
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大瀬運動公園駐車場の整備

　国の河川改修事業による新堤防築造に伴い、大瀬運動公園に代替の駐車場を整備します。

・大瀬運動公園駐車場整備工事費

　○財源

　　一般財源               　　         2,000千円

　　公共施設整備基金繰入金　　 10,000千円

　　市債　　               　          24,800千円

中川河川敷周辺公園等施設整備計画の策定

　大瀬運動公園、中川河川敷包括占用区域（中川やしおフラワーパーク、中川やしお水辺

の楽校、中川やしおスポーツパーク）、下河原運動広場を一体的な拠点として中川河川敷

周辺の有効活用と賑わいの創出を図るため、令和４年度から令和５年度にかけて公園施設

等の整備計画を策定します。

　併せて、計画の内容の調査審議を行うため、八潮市公園等整備推進審議会を創設します。

・八潮市公園等整備推進審議会委員報酬（１３人分）

・中川河川敷周辺公園等施設整備計画策定業務委託料

　○財源

　　一般財源　 237千円

和耕排水施設の増設

　綾瀬川放水路周辺の浸水被害軽減のため、和耕排水施設の増設に係る基本設計を行いま

す。

・和耕排水施設増設等基本設計作成業務委託料

　○財源

　　一般財源　 9,000千円

古新田ポンプ場の増築工事

　古新田排水区の浸水被害軽減のため、古新田ポンプ場の増築工事を実施します（工事期

間：令和２年度～令和５年度）。

・古新田ポンプ場増築工事費

　○財源

　　一般財源　　     48,560千円

　　国庫支出金　   251,300千円

　　市債　　      　339,200千円

07 36,800千円 

10 639,060千円 

09 9,000千円 

08 237千円 

237 

債務負担行為

9,000 

(406,000)

36,800 (0)

(0)

(0)

(0)

639,060 
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排水機場設備の更新工事

　水害に対する安全性を高めるため、浮塚排水機場他の設備更新工事を行い、機能の保持

に努めます。

・排水施設更新工事費

　○財源

　　一般財源　　 67,600千円

　　市債　 　 　195,500千円

公共下水道事業の推進

　公共下水道の整備を円滑に進めるため、公共下水道事業に対し、負担金及び補助金を支

出します。

・公共下水道事業会計負担金

・公共下水道事業会計補助金

　○財源

　　一般財源　 1,164,125千円

太陽光発電システム等に対する補助

　再生可能エネルギー等の利用促進や環境にやさしいシステムの導入などの地球温暖化対

策を推進するため、住宅用では太陽光発電システム、蓄電池、家庭用燃料電池コージェネ

レーションシステム（エネファーム）、自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）、

電気自動車充給電設備、事業者用では太陽光発電システム、蓄電池の設置に対し、補助金

を交付します。

・太陽光発電システム等設置費補助金

　○財源

　　一般財源　 2,800千円

263,100千円 

1,164,125千円 

11

2,800千円 

(178,541)59,233 

(846,517)

(1,500)2,800 

263,100 (278,200)

13

1,104,892 

12
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　広報やしおを全ページフルカラーで印刷し、市の情報をよりわかりやすく発信します。

・印刷製本費（広報やしお分）

　○財源

　　一般財源　　   9,834千円

　　国庫支出金　          7千円

　　広告掲載料　　1,056千円

市民意識調査の実施

　市民の意見及び要望等を市政に活かすため、市民意識調査を実施します。

・市民意識調査業務委託料

　○財源

　　一般財源　 2,906千円

　自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進していくため、研修を実施し

ます。

・ＤＸ推進研修委託料

　○財源

　　一般財源　 110千円

新庁舎の整備

　令和６年１月の開庁を目指し、新庁舎の整備を行います（工事期間：令和３年度～令和

５年度）。また、旧庁舎を解体するための設計を行います。

・手数料

・新庁舎オフィス環境整備支援業務委託料

・新庁舎建設工事施工監理業務委託料

・旧庁舎解体設計業務委託料

・新庁舎建設工事費（建築工事・南側外構工事）

・新庁舎建設工事費（電気設備工事）

・新庁舎建設工事費（機械設備工事）

　○財源

　　一般財源　　                                             67,533千円

　　庁舎整備基金繰入金　                               900,000千円
　　（一社）静岡県環境資源協会ＺＥＢ補助金　   78,795千円

　　市債　　                                           　2,254,400千円

自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

６

3,300,728千円 

03 110千円 

02 2,906千円 

01

(9,012)

1,826 

(0)

本年度 （前年度）

10,897 

(0)

(0)

11,011 

110 

4,895 (0)

2,906 (0)

487,228 

(0)

2,314,586 (0)

33,074 

(0)

10,897千円 

448,108 

04

(1,703)

新公共経営　～協働で経営する自主・自律のまち～

広報やしおフルカラー発行
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Ⅴ　八潮家の家計簿

　八潮市の令和４年度一般会計予算を「八潮家の家計簿」として、市民１人あたりに置き換え

る（※）と、おおよそ以下のとおりとなります。

※　予算額を「92,110人」（令和４年２月１日現在人口）で割り、千円未満を四捨五入してい

　ます。

金　額 割　合 金　額 割　合

① 給料 184,000 44.9% ① 食費 57,000 13.9% 

　　市税 　　人件費

② 実家からの援助 118,000 28.8% ② 家の増改築費 80,000 19.5% 

　　普通建設事業費

③ 家賃収入 5,000 1.2% ③ 借金の返済 29,000 7.1% 

　　公債費

④ 銀行からの借入 59,000 14.4% ④ 衣料代・光熱水費 70,000 17.1% 

　　市債 　　物件費

⑤ 預金取り崩し 23,000 5.6% ⑤ 医療費 76,000 18.5% 

　　繰入金 　　扶助費

⑥ 雑収入 16,000 3.9% ⑥ 子どもへの仕送り 28,000 6.8% 

　　諸収入など 　　繰出金

⑦ 前月の余剰金 5,000 1.2% ⑦ 自治会などの会費 68,000 16.6% 

　　繰越金 　　補助費等など

⑧ その他 2,000 0.5% 

410,000 100.0% 410,000 100.0% 

　八潮家では、収入の「約４５％」が給料（市税）となっており、残りは、実家からの援助（国・

県からの支出金など）や銀行からの借入（市債）などで賄っています。

　また、支出では、家の増改築費（普通建設事業費）が一番多く、次いで医療費（扶助費）、衣料

代・光熱水費（物件費）、自治会などの会費（補助費等・貸付金）の順となっています。

　　国・県支出金、地方交付税など

　　分担金、負担金、使用料・手数料など

合　　　計 合　　　計

収 入（歳 入） 支 出（歳 出）

区　　分 区　分
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１ 

教育総務部 教育総務課 

担当 千葉 

直通 048-996-4281 

E-mail:kyoikusomu@city.yashio.lg.jp 

新設小学校の整備 

１ 目的 

  本市では、駅周辺の住環境整備の進捗により南部地区の児童数の増加が見

込まれることから、「八潮市学校適正配置指針・計画」に位置付けられた

新設小学校の整備に向けた取り組みを進める。 

２ 予算額 

  １，５０６，６７３千円 

３ 事業概要 

（１）新設小学校建設基本設計・実施設計業務委託料 １１３，３７５千円 

① 契約期間：令和３年１０月２０日～令和５年３月１７日

② 業務内容：令和３年度に引き続き設計業務を実施する。

（２）新設小学校用地取得費 １，３９３，２９８千円 

① 所 在 地：草加都市計画事業八潮南部西一体型特定土地区画整理

事業１４４街区１、７画地 

② 面  積：１１，６９４．８８㎡ 

③ 取得時期：令和４年１０月～令和５年３月

４ スケジュール 

  令和５年度～令和６年度 建設工事 

  令和７年４月 新設小学校開校 

５ 添付資料 

  「（仮称）八潮市立新設小学校建設用地案内図」 
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添付資料（参考資料１関係） 

新設小学校全敷地 令和４年度取得予定地 市所有地 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料２ 

教育総務部 教育総務課 

担当 千葉 

直通 048-996-4281 

E-mail:kyoikusomu@city.yashio.lg.jp 

小中学校体育館への空調設備の導入 

１ 目的 

  学校の授業や避難所として使用する体育館においては、近年の猛暑や新し

い生活様式であるマスク着用によって、熱中症のリスクが高まることが想定

されるため、小中学校体育館に空調設備を設置し、良好な環境を整備する。 

２ 予算額 

  １４７，９８４千円 

３ 事業概要 

（１）空調設備設置対象校 

  小学校：潮止小学校 

  中学校：八潮中学校・大原中学校 

（２）実施設計 

小学校体育館空調設備設置工事実施設計業務 ３，４３２千円 

中学校体育館空調設備設置工事実施設計業務 ６，３２５千円 

① 契約期間：令和４年４月～７月

② 業務内容：小中学校体育館への空調設備の設置工事を実施するため

実施設計業務を委託する。 

（３）設置工事 

  小学校体育館空調設備設置工事 ３９，２９８千円 

  中学校体育館空調設備設置工事 ９８，９２９千円 

① 契約期間：令和４年９月～令和５年３月

② 業務内容：小中学校体育館への空調設備の設置工事を実施する。

４ スケジュール 

令和４年４月～７月 設計 

  令和４年９月～令和５年３月  設置工事 

  ※次年度以降も各学校に計画的に体育館空調設備を導入していく。 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料３ 

学校教育部 学務課 

担当 山内 

直通 048-996-2296 

E-mail:gakumu@city.yashio.lg.jp 

学校給食ビジョンの策定 

１ 目的 

  今後、将来にわたり想定される市を取り巻く情勢や少子化などの社会状況

等、学校給食法を包括的に捉え、安全安心で持続可能な学校給食のあり方に

ついて総合的に整理し、専門家の助言のもと八潮市の学校給食の将来構想と

して「八潮市学校給食ビジョン」を策定する。 

２ 予算額  

  ７，８４０千円 

３ 事業概要 

（１）学校給食ビジョン策定支援業務委託料 ７，６００千円 

 （事業期間は令和４年１月から令和５年８月まで。総事業費は１４，８００千円） 

学校給食ビジョン策定にあたって、必要な知見を有した事業者に、調査研

究、分析等の支援業務を委託する。なお、ビジョンでは、八潮市の学校給食の

現状と課題、基本方針、学校給食提供方式の検討、学校給食施設の方向性な

どについて整理していく。 

（２）学校給食事業推進専門員報酬（１人分）  ２４０千円 

学校給食に関する知識を有した専門家に「八潮市学校給食事業推進専門員」

を委嘱し、適宜必要な助言をもらいながら、ビジョンの策定を進める。 

４ スケジュール 

令和４年１月 業務開始 

令和４年７月 中間報告 

令和５年２月 学校給食ビジョンまとめ 

令和５年３月 パブリックコメント 

令和５年５月 教育委員会へ上程し、決定 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料４ 

市民活力推進部 市民協働推進課 

担当 峯 

直通 048-996-2140 

E-mail:shiminkyodo@city.yashio.lg.jp 

外国人のためのくらしのガイドブックの作成 

１ 目的 

市では、外国人市民と日本人市民が一体となって多文化共生を推進してい

くため、「八潮市多文化共生推進プラン」を令和３年３月に策定し、各種事業

に取り組んでいる。 

同プランに基づく事業の一環として、外国人市民が八潮市で生活するため

に必要となる情報を掲載した「くらしのガイドブック」を作成する。 

２ 予算額 

  ３，７５０千円 

３ 事業概要 

(１) 掲載内容 

  災害に関する情報のほか、ごみの出し方などの生活に関するルール、子

育てに関する情報など、八潮市で生活していくうえで必要となる情報をわ

かりやすく要約し掲載する。 

(２) 対応言語 

３言語（英語版、中国語版、ベトナム語版）で作成し、やさしい日本語

を併記する。 

(３) その他 

掲載内容については、ボランティア団体が実施している日本語教室に参

加する外国人市民の意見などを参考とする。 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料５ 

企画財政部 人権・男女共同参画課 

担当 倉林 

直通 048-996-2159 

E-mail:jinken-danjo@city.yashio.lg.jp 

ダイバーシティ社会の推進 

１ 目的  

女性、高齢者、障がい者、外国人、性的少数者など八潮市を構成する全て

の人が主役となり、それぞれが個性と能力を発揮し、誰もが自分らしく生き

られる「住みやすさナンバー１のまち」を目指すため「ダイバーシティ社会」

を推進する。 

２ 予算額 

３４４千円 

３ 事業概要 

八潮市が進めるダイバーシティ社会推進の啓発冊子の作成 

４ その他 

八潮市におけるダイバーシティ社会の推進 

（１）ダイバーシティ社会の推進を通じて、一人ひとりの多様性が尊重され

る誰もが暮らしやすいまちづくりを目指します。 

・パートナーシップ宣誓制度の導入など 

（２）ダイバーシティ社会の推進により、様々な人の能力を活用することで

持続可能な「誰もが活躍できる社会づくり」を目指します。 

・男女共同参画プラン、高齢者保健福祉計画、障がい者行動計画、多文

化共生プラン、特定事業主行動計画などの個別計画を通じて、誰もが

活躍できる社会づくり 

（３）ダイバーシティという考え方や八潮市におけるダイバーシティ社会の

推進の啓発 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料６ 

健康福祉部 健康増進課 

担当 高橋  

直通 048-995-3381

E-mail:kenkozoshin@city.yashio.lg.jp 

産後ケア事業等の実施 

１ 目的 

  産後の母親の身体的回復と心理的安定を促進するとともに、母親自身のセ

ルフケア能力や母子の愛着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児がで

きるよう、助産師等の専門職による支援を行う産後ケア事業を実施する。 

  また、産後間もない時期に行う産婦の健康診査の費用を助成し、子育て世

代の経済的な負担軽減を図るとともに、産後うつ等の早期発見を行う。 

２ 予算額 

８，３７６千円（国１／２、市町村１／２） 

３ 事業概要 

（１）産後ケア事業     ４，２４４千円 

【対 象 者】出産後１年以内の母親と乳児のうち、心身の不調又は育児不安

がある者や周囲のサポートが十分受けられない状況にある者 

【実施方法】短期入所型：産後ケア施設への宿泊 

居宅訪問型：助産師等による継続的な居宅への訪問 

【実施内容】母親の身体・精神的ケアや育児の手技の指導及び相談等 

【利用者負担】短期入所型：日額５，０００円（低所得者世帯は無料） 

居宅訪問型：日額  ５００円（低所得者世帯は無料） 

（２）産婦健康診査費用助成 ４，１３２千円 

令和４年４月１日以降に産婦健康診査を受けた者に対し、１人につき１回、 

５，０００円を上限として助成する。 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料７ 

健康福祉部 健康増進課 

担当 高橋  

直通 048-995-3381

E-mail:kenkozoshin@city.yashio.lg.jp 

３歳児健診における視覚検査（屈折検査）の実施 

１ 目的 

 子どもの弱視を早期に発見し、適切な治療につながるよう、３歳児健診に

おける視覚検査の精度を向上させるため、新たに屈折検査機器を導入し、全

ての受診者に屈折検査を実施する。 

２ 予算額 

１，３８３千円 

３ 事業概要 

 ３歳児健診における視覚検査は、一次検査として家庭での視力検査及び目

に関するアンケートを実施し、その結果再検査が必要な子どもについて、健

診会場における二次検査として視能訓練士による視力検査を実施している。 

  令和４年度は、屈折検査機器及び検査結果を印刷するプリンターを購入し、

これまでの検査に加え、全ての受診者に弱視の原因となる屈折異常を検出す

る屈折検査を実施する。 

４ 添付資料 

  「屈折検査の概要」 
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【屈折検査の概要】 

  照明を落とした部屋で専用のフォトスクリーナーを用い、検査距離１メー

トルから、両目同時に遠視、近視、乱視、屈折の左右差、斜視等を測定する。 

機器を被検者に近づける必要がなく、測定時間は数秒以内に終了するため、

子どもに恐怖心や負担が少ない状態で検査が可能である。 

屈折検査機器（フォトスクリーナー） 

添付資料（参考資料７関係） 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料８ 

市民活力推進部 スポーツ振興課 

担当 五十嵐 

直通 048-996-5126 

E-mail:sports@city.yashio.lg.jp 

スポーツ教室の充実 

１ 目的 

  子どもの潜在能力を引き出すためのプログラムを中心に、幅広い市民を対

象とするスポーツ教室を開催し、スポーツの素晴らしさを感じ、スポーツを

はじめるきっかけづくりなどの向上を図る。 

また、新たに小学生を対象とするアスリートによる講演会を開催し、夢や

目標に向かう大切さを感じ、次代を担う子どもたちの育成に繋げる。 

２ 予算額 

  ４，８１８千円（前年度予算額：４，０１６千円） 

３ 事業概要 

(１) スポーツ教室の開催（主な内容） ４，３０７千円 

① 子ども向け教室 （２，７６５千円） 

春（運動会必勝塾）、夏（ミズノ忍者学校、子ども向けダンスレッスン）、 

秋（跳び箱＆鉄棒）、冬（キッズヘキサスロン、なわとび＆マット運動） 

② 一般向け教室 （１，５４２千円） 

ピラティス、健康ダンベル、エアロビクスなど 

(２) アスリートによる講演会の開催 ５１１千円 

ＪＦＡ（公益財団法人日本サッカー協会）が行う、様々な競技のアスリートが講師

となる「夢の教室」を開催する。 

① 対象 市内小学校の小学生５年生（希望する小学校の６クラス）

② 内容 ゲームの時間（約３５分）、トークの時間（約６０分）
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料９ 

生活安全部 危機管理防災課 

担当 向 

直通 048-996-2868 

E-mail:k-bosai@city.yashio.lg.jp 

地区防災計画の作成支援 

１ 目的 

  東日本大震災において、自助、共助及び公助がうまくかみ合わないと大規

模災害後の災害対策がうまく働かないことが強く認識された。 

このため、国は地域コミュニティによる防災活動を推進する観点から、地

区居住者等が行う自発的な防災活動に関する地区防災計画制度を創設した。 

  本市においても、首都直下地震や河川の氾濫などの大規模な災害の発生が

想定されるため、自主防災組織による、地区の特性に応じた「地区防災計画」

の作成を推進し、地域防災力の向上に努める。 

２ 予算額 

  ５００千円 

３ 事業概要 

  地区防災計画の作成に取り組む自主防災組織に対して、地区防災計画の作

成のためのワークショップ等の開催を支援する。  

  なお、ワークショップの内容については、自主防災組織の希望により設定

する。 

（ワークショップの内容） 

① 地区防災計画作成のための勉強会

② 地区防災マップ作成のための「防災まち歩き」講座 など
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１０ 

生活安全部 交通防犯課 

担当 栗原 

直通 048-996-2928 

E-mail:kotsubohan@city.yashio.lg.jp 

防犯対策の推進 

１ 目的 

夜間の道路を明るくすることで、犯罪の抑止につながることから、道路照

明灯及び防犯灯の明かりを補完する一戸一灯運動（門灯や玄関灯の点灯）を

促進するため、モデルケースとして、一般家庭でも設置が容易なソーラー充

電式ＬＥＤライトを葛西用水沿いのフェンスに設置する。 

２ 予算額 

  ２０５千円 

３ 事業概要 

  散歩やウォーキングなど多くの人が歩いている葛西用水沿いのフェンス

に、ソーラー充電式ＬＥＤライトを設置して、道路を照らし周囲を明るくす

ることで、市民にその効果を実感してもらい検証を行う。 

令和５年度以降には、町会自治会と協力して、照明が必要な通りを選定し、

その通り沿いのご自宅や会社の塀などに、一戸一灯運動としてライトを設置

する計画。 

[葛西用水ライト設置のイメージ] 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１１ 

市民活力推進部 都市農業課 

担当 恩田  

電話 048-996-3219 

E-mail:agri@city.yashio.lg.jp 

農業者への補助の充実 

１ 目的 

  農業生産の向上及び農業経営の安定化を図るため、市内農業者が行う農業

近代化施設の導入に係る補助事業の予算額を拡充する。 

２ 予算額 

  ４，６００千円 （前年度予算額：３，６００千円） 

３ 補助内容 

(１) 温室・ビニールハウスの新設・張替え等 

種  別 補助要件 対象者 補助率 補助限度額 

新設・建替え 
面積100㎡以上で 

事業費100万円以上 

一般農業者 １／５以内 ４０万円以内 

認定農業者 １／４以内 ５０万円以内 

張替え等 事業費 10万円以上 
一般農業者 １／５以内 １０万円以内 

認定農業者 １／４以内 １２万円以内 

(２) 農業用機械・農業用冷蔵庫の購入等 

種  別 補助要件 対象者 補助率 補助限度額 

農業用機械・ 

冷蔵庫の購入等 
事業費 30万円以上 

一般農業者 １／５以内 ３０万円以内 

認定農業者 １／４以内 ４０万円以内 

※ 認定農業者とは・・ 

市町村等が、農業経営基盤強化法に基づき、「効率的かつ安定的な農業経営」の目標に向け

て、「農業経営の改善を計画的に進めようとする農業者」として認定するもので、農用地の利

用集積その他経営基盤の強化を促進する措置を講ずるもの。 

八潮市の認定農業者数：４２人（令和２年度末現在） 

36



八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１２ 

市民活力推進部 商工観光課 

担当 本田 

直通 048-996-3182 

E-mail:shokokanko@city.yashio.lg.jp 

中小企業向け利子補給の充実 

１ 目的 

本市の制度融資（「小口資金融資」・「商工業近代化資金融資」）において、

新型コロナウイルス感染症の影響等を勘案し、市内事業者への支援を図るた

め、「実質無利子」となる利子補給率の引き上げを行う。 

２ 予算額 

  １９，４８０千円（前年度予算額：１０，３９０千円） 

  うち小口融資利子補給金     １８，４４４千円 

うち商工業近代化資金利子補給金 １，０３６千円 

３ 事業概要 

(１) 利子補給率の引上げ 

本来の利子補給率「３０％」について、従来から「５０％」に引き上げ

て実施していたが、令和３年度は国の地方創生臨時交付金を活用し、補正

予算で「１００％」への引き上げを実施した。 

令和４年度も引き続き利子補給率を「１００％」に引き上げて実施し、

財源については、市の単独事業費で対応する。 

(２) 融資制度等の概要 

融資制度名 使途 限度額 期 間 貸付利率 

小口資金 
運転 

１，２５０万円 
１０年以内 

年１．７５％ 
設備 １２年以内 

商工業近代化資金 
運転 ２，０００万円 １０年以内 

年１．８５％ 
設備 ３，０００万円 １２年以内 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１３ 

市民活力推進部 商工観光課 

担当 本田 

直通 048-996-3182 

E-mail:shokokanko@city.yashio.lg.jp 

中川やしおフラワーパークの環境整備 

１ 目的 

市民など多くの方が来園する「中川やしおフラワーパーク」において、来

園者がより安全に安心して過ごせるよう、環境の整備を行う。 

２ 予算額 

８，３４４千円（前年度予算額：５，９２８千円） 

３ 事業概要 

(１) （一社）八潮市観光協会への施設維持管理費の補助  ５，９２８千円 

・草刈り、坂路の鍵の開閉、ゴミの処分に関する費用 

  ・フラワーパークの花の植え替え等に関する費用 

(２) 施設利用啓発チラシ配布業務           １，４４０千円 

①内容 来園者に、利用時の注意事項等を記載したチラシを配布。

②期間 ４月１日から翌年３月３１日までの土、日、祝日の６時間。

（ただし１２月３１日から翌年１月２日を除く） 

(３) 駐車場用テープライン設置               ９７６千円 

「駐車スペース」を明確にするため、テープラインを約１００台分設置。 

[フラワーパーク駐車場等の位置図] [テープライン設置のイメージ] 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１４ 

都市デザイン部 都市計画課 

担当 小倉 

直通 048-996-3798 

E-mail:toshikeikaku@city.yashio.lg.jp 

都市計画マスタープランの見直し 

１ 目的 

当市の都市計画マスタープランは、平成２０年度の策定後１０年以上が経

過していることから、社会経済状況などの変化や上位・関連計画の策定、改

定などを踏まえ、令和３～４年度にかけて現行計画の見直しを行う。 

そのため、見直しに向け、都市づくりの課題整理や市民意向の把握、市域

全体及び地域別構想の検討並びに計画のとりまとめなどの業務を行う。 

２ 予算額 

１３，３１５千円 

（令和３年度も含めた予算総額は２１，７８１千円） 

３ 事業概要 

都市計画マスタープランの改定業務 

（１）地域別構想の検討 

市内を複数の地域に区分し、令和３年度に検討した市域全体での都市づ

くりの基本方針に基づき、各地域におけるまちづくり方針の検討を行う。

また、地域の意向把握のため、地域別での説明会を実施する。 

（２）まちづくりの実現方策の検討 

本計画に示す都市づくりを実現していく上で必要となる地域主体のまち

づくりのあり方や、地域と市の協働によるまちづくりの仕組み等について

検討する。 

（３）計画案のとりまとめ 

令和５年３月の都市計画マスタープラン策定を目指し、検討した成果を

もとに計画案のとりまとめを行う。 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１５ 

都市デザイン部 区画整理課 

担当 馬場、浅古 

直通 048-996-3959 

E-mail:kukaku@city.yashio.lg.jp 

土地区画整理事業の推進（うち用地取得費） 

１ 目的 

大瀬古新田土地区画整理事業の円滑な推進のために必要な用地を取得する。 

２ 予算額 

  １５０，０００千円 

３ 事業概要 

（１）取得予定地 

大字大瀬字中通２番７、４番１ 

（２）面   積 

１，６７３．７４㎡ 

（３）取得理由 

現在、県が詳細設計を進めている潮止橋架け替え事業に伴い、大瀬古新

田土地区画整理事業の事業計画（街路及び造成計画）の変更が見込まれて

いる。そうした中、計画変更の影響が想定される土地において民間による

宅地開発が計画された。開発が行われることにより、将来的に移転補償費

の発生や移転交渉による工事の長期化が想定されることから、円滑な区画

整理事業の推進を図るため、当該土地を市が取得する。 

４ 添付資料 

   「位置図①」、「位置図②」 

40



添付資料（参考資料１５関係） 
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添付資料（参考資料１５関係） 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１６ 

都市デザイン部 公園みどり課 

担当 内海 

直通 048-996-3742 

E-mail:koenmidori@city.yashio.lg.jp 

中川河川敷周辺公園等施設整備計画の策定 

１ 目的 

  中川河川敷周辺においては、公園等の施設整備や、スポーツ・レクリエー

ション活動、水辺や自然とのふれあい、各種イベントの開催などにより、「中

川河川敷の有効活用と賑わいの創出」を図るため、大瀬運動公園、中川河川

敷包括占用区域、下河原運動広場を一体的な拠点とした整備計画を、令和４

年度から２箇年で策定する。 

２ 予算額 

令和４年度    ２３７千円 

令和５年度 ２３，４３９千円（債務負担行為限度額） 

３ 事業概要 

（１）八潮市公園等整備推進審議会委員報酬         ２３７千円 

  計画内容の調査審議を行うため八潮市公園等整備推進審議会を創設する。 

（２）中川河川敷周辺公園等施設整備計画策定業務委託 

令和４～５年度債務負担行為限度額 ２３，４３９千円 

①大瀬運動公園、中川河川敷包括占用区域、下河原運動広場を一体的な拠

点とした整備計画を策定する。 

②早期整備を計画している大瀬運動公園及び下河原運動広場について、現

地測量等を実施し、基本計画図の作成や概算工事費の算出などを行う。 

４ 添付資料 

  「計画策定区域図」 
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大瀬運動公園

市役所

中川新堤防

下河原運動広場 ＜中川河川敷包括占用区域＞

中川やしおフラワーパーク

中川やしお水辺の楽校

中川やしおスポーツパーク

八潮駅

中
川

計画策定区域図 

添付資料（参考資料１６関係） 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１７ 

生活安全部 環境リサイクル課 

担当 中西 

直通 048-996-2935 

E-mail:kankyo@city.yashio.lg.jp 

太陽光発電システム等に対する補助 

１ 目的 

５市１町による「ゼロカーボンシティ」共同宣言を踏まえ、再生可能エネ

ルギー等の利用促進や環境にやさしいシステムの導入などの地球温暖化対

策を推進するため、住宅用及び事業者用の太陽光発電システム等に対する補

助金を拡充する。 

２ 予算額 

  ２，８００千円（前年度予算額：１，５００千円） 

３ 事業概要 

対 象 品 目 補助額（１基あたり） 

住

宅

用 

太陽光発電システム ３０，０００円 

蓄電池 ※ ５０，０００円 

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム 

（エネファーム）※ 
１０，０００円 

自然冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）※ １０，０００円 

電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）※ ５０，０００円 

 太陽光発電システム ※ １５０，０００円 

蓄電池 ※ ５０，０００円 

※令和４年度から新規追加 

事
業
者
用 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１８ 

企画財政部 企画経営課 

担当 鈴木 

直通 048-951-1659 

E-mail:joho@city.yashio.lg.jp 

自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

１ 目的 

市民の利便性の向上を図るとともに、業務の効率化に向けた取組を着実に

進めるため、職員に対するＤＸ研修を実施する。また、あわせて、全庁推進

体制の構築、本市が目指す社会像等、明確な目標の共有と意識改革を図りな

がら、住みやすさナンバー１のまちづくりに向け、ＤＸの推進に取り組む。 

２ 予算額 

１１０千円 

３ 事業概要 

ＤＸ推進研修委託料 

ＤＸの取組に精通する外部講師等を活用した研修会を実施し、職員のＤ

Ｘに対する意識醸成を図る。 

（内容） 

・ＤＸの概要について 

・自治体におけるＤＸの取組について 

・自治体ＤＸ推進計画における重点取組事項について など 

４ その他 

八潮市におけるＤＸの推進 

（１）全庁推進体制の構築 

（２）ＤＸ推進の方針や計画策定 

（３）自治体ＤＸ推進計画における重点取組事項（総務省策定） 

・自治体の情報システムの標準化・共通化 

・行政手続のオンライン化 

・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進 など 
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八 潮 市 

<事業説明資料> 

参考資料１９ 

アセットマネジメント推進課 

担当 宇田川 

直通 048-951-2334 

E-mail:chosha-seibi@city.yashio.lg.jp 

新庁舎の整備 

１ 目的 

昭和４６年に建てられた本庁舎棟及び議会棟については、平成２８年度に

建替えにより耐震化を図ることを決定し、計画策定、設計業務などの取組み

を進め、令和３年１０月に建設工事の着工となった。令和６年１月のオープ

ンを目指し、引き続き、新庁舎の整備を行う。 

２ 予算額 （単位：千円） 

項 目

金 額 備   考 

手数料 1,826 中間検査手数料等 

新庁舎オフィス環境整備支援業務委託料 4,895 R3～R5総額：10,825千円 

新庁舎建設工事施工監理業務委託料 33,074 R3～R5継続事業 総額：90,970千円 

旧庁舎解体設計業務委託料 11,011 R3～R4総額：15,290千円 

新庁舎建設工事費（建築工事・南側外構工事） 2,314,586 R3～R5継続事業 総額：6,193,000千円 

新庁舎建設工事費（電気設備工事） 448,108 R3～R5継続事業 総額：1,171,000千円 

新庁舎建設工事費（機械設備工事） 487,228 R3～R5継続事業 総額：1,556,000千円 

合   計 3,300,728 ※ 

※財源内訳（単位：千円）…市債：2,254,400、繰入金：900,000、ZEB補助金：78,795、一般財源：67,533 

３ 事業概要 

（１）今後の主な工事予定 

年   月 事 項 

令和４年２月頃～ 杭工事開始（～４月頃） 

６月頃～ 基礎工事開始（～10月頃） 

11月頃～ 躯体工事開始（～令和５年３月頃） 

令和５年１月頃～ 外装仕上工事開始（～５月頃） 

２月頃～ 内装仕上工事開始（～８月頃） 

６月頃～ 外構工事開始（～９月頃） 

10月末 竣工 
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（２）新庁舎建築概要（令和３年６月策定「新庁舎建設実施設計」より抜粋）

【参考：新庁舎完成のイメージパース】 

新 庁 舎 棟 新 東 棟 

主 要 用 途 庁舎 
庁舎 

（施設管理事務所・公用車車庫） 

規 模 地上４階 地上２階 

構 造 形 式 
鉄骨造、一部鉄筋コンクリート

造、免震構造 
鉄筋コンクリート造 

建築物の高さ 21.543ｍ 7.35ｍ 

建 築 面 積 4,601.93㎡ 182.87㎡ 

延 床 面 積 
14,711.61㎡ 343.94㎡ 

合計：15,055.55㎡ （※他に駐輪場やバス停屋根あり） 

駐車台数・ 

駐 輪 台 数 
駐車台数：176台、駐輪台数：271台 
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